
令和３年度飯豊町中小企業振興事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、中小企業が地域経済において果たす役割に鑑み、本町経済の活性化と

町民生活の向上に資することを目的として、飯豊町中小企業振興条例施行規則（平成 25

年規則第 18号。以下「施行規則」という。）第７条に規定する飯豊町中小企業振興事業費

補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、飯豊町補助金等の適正化に関す

る規則（昭和 53年規則第３号。以下「規則」という。）及び施行規則に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となるものは、次の要件をすべて満たすものとする。 

（１） 中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第２条第１項各号に規定する中小企業

者で、町内に事業所（従業員のいない倉庫等は除く。）を有し本社を置く企業及び町

内に本社を有することが確実な企業、町内に住所を有する個人及び町内に住所を有

することが確実な個人並びにその他これに準ずる組織で町長が認める組織等。ただ

し、企業に勤務する全従業員のうち町内の事業所にその５割以上が勤務する企業、

企業の全生産額、出荷額又は販売額のうち町内の事業所においてその５割以上を生

産、出荷又は販売する企業は町内に本社を置く企業とみなす。 

（２） 国税及び地方税（国民健康保険税を含む。）並びに介護保険料、水道料及び保育料

等行政サービスを受けるうえで町に納付義務が発生している全ての公的な納付金に

滞納がないもの 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号に掲げる

事業とし、補助事業の内容、補助要件、補助対象経費、補助率及び補助限度額は、別表に

定めるところによる。 

（１） 人材確保支援事業   

（２） 創業支援事業  

（３） 商業活性化支援事業 

２ 別表の規定にかかわらず、他の補助金等による助成がある場合は、補助対象経費からそ

の補助金等の額を控除するものとする。 

３ 補助金の額は、前項に規定する補助対象経費に補助率を乗じて算出した額と補助限度額

のいずれか低い額とする。この場合に、その算出した補助金の額に 1,000円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとするもの（以下「補助事業者」という。）は、町長が別に



定める日までに、補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え、町長に申請

しなければならない。 

（１） 事業計画書（様式第２号） 

（２） 国税及び地方税の納税証明書（未納税額のない証明用） 

（３） 前事業年度の収支（損益）計算書又はこれに相当する書類 

（４） 前事業年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類 

（５） 現事業年度の収支予算書及び事業計画書 

（６） 事業の概要を示す図面、見積書及び参考図書等 

（７） 法人にあっては当該法人の登記事項証明書及び定款の写し  

（８） 中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者にあっては、商工会等の指 

導及び助言を得て作成した経営計画書の写し 

（９） その他町長が必要と認める書類 

（補助金交付決定） 

第５条 町長は、前条の規定による補助金交付申請があったときは、施行規則第８条に規定

する飯豊町中小企業振興事業費補助金審査委員会（以下「審査委員会」という。）において

その内容を審査し、審査の結果、交付を決定した場合は、補助金交付決定通知書（様式第

３号）により、不交付を決定した場合は、不交付決定通知書（様式第４号）により申請者

に通知するものとする。 

（変更承認の申請等） 

第６条 補助金の交付決定を受けた補助事業者が、補助事業の内容又は経費の変更をする場

合、又は補助事業を中止しようとするときは、あらかじめ補助金変更（中止）承認申請書

（様式第５号）を町長に提出し承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更につい

ては、この限りでない。 

２ 町長は、前項の申請を受けたときは、速やかにその内容を審査し、その結果を補助金変

更（中止）承認通知書（様式第６号）により通知するものとする。 

（経費の配分等の軽微な変更） 

第７条 前条第１項に規定する軽微な変更とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。 

（１） 補助事業の目的達成に支障をきたすことなく、かつ、事業の能率低下をもたらさ

ない細部について変更を行う場合 

（２） 補助対象経費の 20％以内の額を変更する場合 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業実績報告書（様式第７号）に

次に掲げる書類を添え、当該補助事業が完了した日から 30日を経過した日又は当該補助事

業が完了した日の属する年度の３月 25 日のいずれか早い日までに町長に提出しなければ

ならない。 



（１） 事業完了明細書（様式第８号） 

（２） 経費の区分及び金額を確認できる書類（契約書等） 

（３） 事業実施状況を撮影した写真等 

（４） その他町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第９条 町長は、前条の報告を受けた場合においては、補助事業実績報告書等の書類の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付

の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を

確定し、当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第 10条 補助金は、前条の規定による補助金の額の確定後において交付するものとする。た

だし、規則第 12条第２項に規定する補助事業状況報告書（様式第９号）及び事業実施明細

書（様式第 10号）に関係書類を添えて町長に報告したうえで、町長が、補助事業の遂行上

特に必要があると認めたときは、補助事業の実施状況に応じた額の補助金を、交付決定し

た額の２分の１の範囲内で概算払することができるものとする。 

（補助金の請求） 

第 11条 補助事業者は、第９条に規定する補助金の額の確定通知を受理した場合は、速やか

に補助金精算払請求書（様式第 11号）を町長に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、第 10条のただし書の規定により概算払を受けようとするときは、補助金

概算払請求書（様式第 12号）を町長に提出しなければならない。 

（補助事業の承継） 

第 12条 補助事業者に合併、譲渡その他の変更事由が生じた場合で、町内において建物、機

械及び設備等が引き続き補助事業の用に供されている場合は、当該承継者が補助金に関す

る一切のことについて承継するものとする。 

２ 前項の承継者は、承継の事実を遅滞なく町長に報告しなければならない。 

（決定の取消等） 

第 13条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消し、又は変更し、すでに交付した補助金を返還させること

ができる。 

（１） 補助事業者が、法令又は規則若しくは町長の処分又は指示に違反したとき。 

（２） 補助事業者が、規則第 22条ただし書に規定する町長が定める期間を経過しない内

に、補助対象となった建物、機械及び設備等を、補助事業以外の用途に使用、廃止、

売却（第 12条第１項の場合を除く。）又は町外へ移転等した場合 

（３） 補助事業者が、当該補助事業に関して不正、その他不適当な行為をした場合 

（４） 国税又は地方税等の滞納があった場合 



（財産処分の制限） 

第 14 条 本事業により取得した取得価格が 20 万円以上の機械器具及び施設は、規則第 22

条第２号及び第３号に規定する町長が指定する財産とする。 

２ 規則第 22条ただし書の規定により町長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）に定める耐用年数を経過するまでの期間とする。 

３ 規則第 22条の規定により町長の承認を受けようとするときは、財産処分承認申請をしな

ければならない。 

４ 町長は、前項の承認をする場合、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を町に

納付させることができるものとする。 

（成果の報告） 

第 15条 補助事業者は、町長が必要と認めるときは、事業の成果による収益等について報告

しなければならない。 

（委任） 

第 16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

補助事業 補助事業の内容 補助要件 補助対象経費 
補助率及び     
補助限度額 

人材確保支援

事業 

人材確保に係るパン

フレット作成費、合

同企業説明会等への

参加費、町内移住者

に対する入社支度金

の支給及び専門家の

支援を受けて行う労

働生産性向上に向け

た環境整備などを行

う事業 

・人材確保に係る事業に

ついては、町内事業所

への採用及び配属を目

的としていること 

・町内移住者は正社員と

して雇用する者に限

る。 

就職・転職サイト掲載

費、合同企業説明会等

への参加費、ホームペ

ージやパンフレット

等の作成費、移住者に

対する入社支度金の

支給、労働生産性向上

に向けた専門家派遣

に要する費用 

補助対象経費の１

／２以内の額。上

限 100万円 

 

創業支援事業 飯豊町内で創業や産

業分類が異なる新し

い業種（日本標準産

業分類の中分類以

上。ただし、建設業

の場合は大分類以

上）を開始する事業 

・創業する者は次の要件

を満たすこと 

1.事業を営んでいな

い個人で新たに事

業を開始する者又

は新たに飯豊町内

に会社を設立し事

業を開始するもの

であること 

2.中小企業基本法第

２条第５項に規定

する小規模企業者

にあっては、商工会

等の指導及び助言

を得て経営計画書

を作成すること 

創業や新しい業種で

事業を開始するため

に必要な経費 

（資本金、土地取得費

及び消耗品費を除く） 

企業は、補助対象

経費の 30％以内

の額。上限 500 万

円 

個人は、補助対象

経費の 50％以内

の額。上限 100 万

円 

商業活性化支

援事業 

既存企業等が経営改

善、売上増加、買い

物客の利便性向上等

を行い、商店機能を

維持・向上させるた

めに行う事業 

・飯豊町商工会の会員で

あること 

・中小企業基本法第２条

第５項に規定する小規

模事業者にあっては、

商工会等の指導及び助

店舗等改修費、機械器

具及び備品等の購入

費、広告宣伝費、売上

増加に資するＥＣ販

売に関する構築費（た

だし、パソコン本体の

補助対象経費の２

／３以内の額。上

限 30万円 



 

 

言を得て経営計画書を

作成すること 

・店舗改修等のハード事

業を行う場合は、町内

事業者と工事請負契約

を締結すること 

・機械器具や備品等は、

町内事業者から購入す

ること（調達が不可能

なものは除く） 

・広告宣伝物に係る印刷

物は、町内事業者に発

注すること 

購入費用は除く） 

 

 

 


